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ＴＯＫＯニュースレター 

Ｖｏｌ．１４０/202２年８月号 

発行日：202２年８月２６日 

 

．最新情報（2022 年７月１日～2022 年７月３１日） 

 

１．業種別委員会 

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

2022 年 

７月 2２日 

実務 

指針 

業種別委員会実務

指針の訂正につい

て 

以下の業種別委員会実務指針につきまして、一部誤りがござい

ましたので、訂正いたします。 

 いずれも最終改正の改正後本文を訂正しております。 

業種別委員会実務指針第 38号「投資事業有限責任組合におけ

る会計上及び監査上の取扱い」（最終改正 2022 年３月 17 日） 

業種別委員会実務指針第 61号「暗号資産交換業者の財務諸表

監査に関する実務指針」（最終改正 2022 年３月 30 日） 

保証業務実務指針 2450「生命保険会社における任意の四半期

レビューに係る実務指針」（改正 2021 年 11 月 15 日） 

保証業務実務指針 3802「金融商品取引業者における顧客資産

の分別管理の法令遵守に関する保証業務に関する実務指針」（改

正 2022 年２月 17 日） 

保証業務実務指針 3803「受益証券等の直接募集等を実施する

投資信託委託会社等における顧客資産の分別管理の法令等遵守

に関する保証業務に関する実務指針」（改正 2022 年３月 17

日） 

専門業務実務指針 4460「投資信託及び投資法人における特定

資産の価格等の調査に係る合意された手続業務に関する実務指

― 

コロナウイルスも再び感染者が増えてきており、周囲にも感染者が見られるようになってまいりま

した。再びオンラインによる在宅勤務を開始する企業も増えていますが、会計監査の対応も工夫しな

がらご協力をお願いいたします。あと一息と考え、この波も乗り切ってまいりましょう。 
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針」（最終改正 2021 年12 月７日） 

専門業務実務指針 4461「暗号資産交換業者における利用者財

産及び履行保証暗号資産の分別管理に係る合意された手続業務

に関する実務指針」（最終改正 2022 年３月 30 日） 

専門業務実務指針 4465「自己資本比率及びレバレッジ比率の

算定に対する合意された手続業務に関する実務指針」（最終改正 

2022 年３月 17 日） 

2022 年 

７月 2９日 

実務 

指針 

「業種別委員会実

務指針第47号「特

定目的会社に係る

監査上の実務指

針」の改正につい

て」の公表につい

て 

日本公認会計士協会（業種別委員会）は、2022 年７月 21 日

に開催された常務理事会の承認を受けて、「業種別委員会実務指

針第 47 号「特定目的会社に係る監査上の実務指針」の改正につ

いて」を公表いたしましたので、お知らせします。 

本改正は、金融商品に関する会計基準の改正等を受けて、見直

しを行ったものです。 

内容に係る主な変更点は次のとおりです。 

2019 年７月４日付けで改正された金融商品に関する会計基

準に対応して、本実務指針の金融商品に関する注記のひな型（記

載上の注意）の記載を一部修正した。 

一般社団法人日本経済団体連合会「会社法施行規則及び会社計

算規則による株式会社の各種書類のひな型（改訂版）」に対応し

て、本実務指針の事業報告に係る附属明細書のひな型（記載上の

注意）の記載を一部削除した。 

字句及び体裁の修正を行った。 

本改正は、公表日から適用されます。 

― 

 

２．IFRS関係（会計制度委員会） 

特になし 

 

３．学校法人会計（学校法人委員会） 

特になし 

 

４．非営利・公会計（非営利法人委員会、公会計委員会） 

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

2022 年 

７月 2６日 

公開 

草案 

「「地方独立行政

法人会計基準」及

び「地方独立行政

 2022 年５月25 日から６月 24 日まで、総務省において「「地

方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」

報告書」（以下「地方独立行政法人会計基準」という。）及び「地

－ 
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法人会計基準注

解」に関するＱ＆

Ａ」等の一部改訂

について（公開草

案） 

方独立行政法人に対する会計監査人の監査に係る報告書」の改訂

に係る意見募集が実施されました。 

 これに伴い、地方独立行政法人会計基準の実務上の取扱いにつ

いて定める以下のＱ＆Ａについても、改訂の検討を行いました。 

 ＜改訂対象のＱ＆Ａ＞ 

・ 「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計

基準注解」に関するＱ＆Ａ 

・ 「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計

基準注解」に関するＱ＆Ａ【公営企業型版】 

・ 「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」及び「固

定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ

＆Ａ 

・ 「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準及び固定

資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆

Ａ【公営企業型版】 

 このたび一応の検討を終えたため、公開草案として公表し、広

く意見を求めることといたしました。 

 

 

５．IT 関係（IT 委員会）  

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

2022 年 

７月 2５日 

研究 

報告 

 

ＩＴ委員会研究報

告等の訂正につい

て 

下記のＩＴ委員会研究報告等について一部字句等の誤りがご

ざいましたため、訂正いたします。 

 １．については、最終改正の改正後本文を修正しております。 

 

１．ＩＴ委員会研究報告第 34 号「ＩＴ委員会実務指針第４号

「公認会計士業務における情報セキュリティの指針」Ｑ＆Ａ」（最

終改正 2022 年１月 13 日） 

２．ＩＴ委員会研究報告第 56 号「リモートワークに伴う業務

プロセス・内部統制の変化への対応 （提言）」（公表日 2021

年７月 30 日） 

３．ＩＴ委員会研究報告第 57 号「ＩＴの利用の理解並びにＩ

Ｔの利用から生じるリスクの識別及び対応に関する監査人の手

続に係るＱ＆Ａ」（公表日 2021 年８月６日） 

４．EDINET で提出する監査報告書への XBRL タグ付けにつ

― 
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いて（お知らせ）（公表日 2022 年２月４日） 

2022 年 

７月 2５日 

公開 

草案 

 

ＩＴ委員会実務指

針第９号「保証業

務実務指針 3850

「情報セキュリテ

ィ等に関する受託

業務の Trust に係

る内部統制の保証

報告書に関する実

務指針」」及びＩＴ

委員会研究報告第

55 号「保証業務実

務指針 3850「情

報セキュリティ等

に関する受託業務

の Trust に係る内

部統制の保証報告

書に関する実務指

針」に係るＱ＆Ａ」

の改正（公開草案）

の公表について 

日本公認会計士協会（ＩＴ委員会）では、情報セキュリティ等

に関する受託業務の Trust に係る内部統制の保証報告書の発行

業務について、海外団体が公表している特定の規準を利用する場

合は、当協会の参考翻訳ではなく海外団体の原文を適用する必要

があることを明らかにするために、以下の実務指針及び研究報告

について改正を検討していまいりました。 

 

ＩＴ委員会実務指針第９号「保証業務実務指針 3850「情報セ

キュリティ等に関する受託業務の Trust に係る内部統制の保証

報告書に関する実務指針」」（以下「本実務指針」という。） 

ＩＴ委員会研究報告第 55 号「保証業務実務指針 3850「情報

セキュリティ等に関する受託業務の Trust に係る内部統制の保

証報告書に関する実務指針」に係るＱ＆Ａ」（以下「本研究報告」

という。） 

 このたび、本実務指針及び本研究報告について一定の取りま

とめを終えたため、公開草案として公表し、広く意見を求めるこ

とといたしました。なお、本実務指針は改正後に即時適用とする

ことを予定しております。 

― 

 

 

６．その他（会計制度委員会等） 

特になし 
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Ⅱ．連絡広場 

ワンポイントメッセージ 

 

企業会計基準委員会（以下、「ASBJ」）は、2022 年 8月 3 日に、「現在開発中の会計基準に関する今後の計

画」の改訂を公表しました。本計画は、随時、改訂されています。 

前回（2022 年7 月 21日公表）からの主な変更点は下記になります。 

 

・金融商品に関する会計基準 

金融資産及び金融負債の分類及び測定と金融資産の減損の定めの関係については同時並行的に整理する。IFRS

第 9 号の相対的アプローチを採用したモデル（ECL モデル）を開発の基礎として検討を進めており、IFRS 第 9

号を適用した場合と同じ実務及び結果となると認められる会計基準の開発を目的として審議を行っている。 

金融資産および金融負債の分類および測定については、今後、会計基準の開発に着手するか否かについて判断す

る予定。また、分類及び測定と金融資産の減損の定めの関係については同時並行的に整理するものとしている。 

 

・リースに関する会計基準 

日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手のすべてのリースについて資産及び負債

を認識するリースに関する会計基準の開発に着手することを決定している。合わせて、リースの貸手の収益認識

に関する会計処理（リース業における割賦販売取引の会計処理を含む。）について検討を行っている。 

 

・税効果会計に関する指針 

税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）およびグループ法人税制が適用される場合の子会社株式

等の売却に係る税効果の2 つの論点についての公開草案を公表済み。現在、寄せられたコメントへの対応を検討

中。 

 

・子会社株式および関連会社株式の減損とのれんの減損の関係 

連結財務諸表におけるのれんの追加的な償却処理について、子会社株式および関連会社株式の減損とのれんの減

損の関係を踏まえ、検討中。 

 

今後も国際的な会計基準への日本基準の改訂が随時行われていく予定となっていますが、基準の改訂には常にア

ンテナを張って、適時に対応できるようにしてまいりましょう。 

以上 
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